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震災に対応できる連立政権に向けた
〈趣意〉　　　　　　　総調和の会　
民主党は政権党の真価が問われた今回の統一地方選に惨敗した。参議院選挙の敗北に全てが始まり、一連の選挙に連戦連敗している。原発事故への対応についても、担当者が必死に頑張っているにもかかわらず、菅内閣の原発事故への取り組みについては国民の70％近くが評価していない。この厳しい結果は、危機的状況下にあって、有権者が「民主党は下野せよ」ないしは「民主党は根本的な転換を図ってやり直せ」と警告しているに等しい。率直に言って、菅政権が国民の支持を失っているのは明らかである。
これからは、①今後の原発事故の処理　②災害からの復旧・復興　③日本経済の再生　という極めて大きな問題に民主党政権の存立と命運をかけて取り組んで行かなければならない。積み残してある特例公債法案はもとより、大規模な災害対策に関する復旧・復興予算案(二次・三次補正)の成立を何としても実現し、その裏付けとなる財源を確保する必要がある。
そのためには、参議院で過半数割れしている以上、「野党の協力」を得ることが不可欠であり、至上命題となっている。しかし、野党は、菅体制である限り協力出来ないと明言している。野党との調和・協力が可能な体制に何としても民主党をつくり替え、公明党との連携を軸とした「政策協定による」連立政権を構築して行かなければならない。
　人間二人寄れば違いが生じる。だが、互いに調和することによって組織力が強化されるのは、古今東西変わらない原理原則である。このまま手をこまねいていれば、「次期衆院選で民主党は壊滅的事態に」(4/12産経)なり、初めて国民の手によって作られた「国民の政権」の瓦解は、誰の目にもはっきりしている。この国難を乗り越えるために、今こそ党内の総調和を図って全員が一致協力し、しかるべき野党との連立が構築出来る「党内体制」を築いていかねばならない。
